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TOPICS 
■令和６年の賃金引上げ等の実態～厚生労働省

の実態調査結果より 

厚生労働省は 10 月 28 日、令和６年「賃金引上げ等

の実態に関する調査」の結果を公表しました。「賃金

引上げ等の実態に関する調査」は、全国の民間企業に

おける賃金の改定額、改定率、改定方法などを明らか

にすることを目的に、７月から８月にかけて調査を行

っています。調査の対象は、常用労働者 100 人以上を

雇用する会社組織の民営企業で、令和６年は 3,622 社

を抽出して調査を行い、1,783 社から有効回答を得ま

した。 

◆１人平均賃金を「引き上げた・引き上げる」企業の

割合は 91.2％ 

令和６年中における賃金の改定の実施状況（9～12

月予定を含む）をみると、「１人平均賃金を引き上げ

た・引き上げる」企業の割合は 91.2％（前年 89.1％）、

「１人平均賃金を引き下げた・引き下げる」は 0.1％

（同 0.2％）、「賃金の改定を実施しない」は 2.3％

（同 5.4％）、「未定」は 6.4％（同 5.3％）となって

います。企業規模別にみると、すべての規模で「１人

平均賃金を引き上げた・引き上げる」企業の割合が９

割を超えており、いずれも前年の割合を上回っていま

す。また、賃金の改定状況（９～12 月予定を含む）を

みると、「１人平均賃金の改定額」は 11,961 円（前

年 9,437 円）、「１人平均賃金の改定率」は 4.1％（同

3.2％）となっています。労働組合の有無別にみると、

労働組合ありでは「１人平均賃金の改定額」は 13,668

円（同 10,650 円）、「１人平均賃金の改定率」は 

4.5％（同 3.4％）、労働組合なしでは 10,170 円（同

8,302 円）、3.6％（同 3.1％）となっています。 

 

◆定期昇給を「行った・行う」企業割合、管理職は

76.8％、一般職は 83.4％ 

令和６年中に賃金の改定を実施したまたは予定し

ている企業および賃金の改定を実施しない企業にお

ける定期昇給制度のある企業の実施状況をみると、管

理職では定時昇給を「行った・行う」企業の割合は

76.8％（前年 71.8％）、「行わなかった・行わない」

は 4.3％（同 5.0％）となっています。 

また、一般職では定期昇給を「行った・行う」は

83.4％（同 79.5％）、「行わなかった・行わない」は

2.6％（同 3.7％）となっています。 

【厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査：結果の概要」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/24/

index.html 

年末年始休業のお知らせ 
 

12 ⽉ 28 ⽇（⼟）から 1 ⽉５⽇（⽇）迄休業いたします。 
休業中のお問い合わせなどについては１⽉６⽇（⽉）より順次ご連絡い
たします。 
今年も⼤変お世話になりました。来年もよろしくお願い申し上げます。
皆様、どうぞよいお年をお迎えください。 
※Harmony グループでは、2021 年より年賀状でのご挨拶を取り⽌めて
おります。何卒ご理解の程、お願い申し上げます。 

         

             

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転職理由の真相と企業の対応策 

◆「給与の低さ」が若年層の転職理由トップに 

厚生労働省の「若年者雇用実態調査」（令和５年）

によると、若年労働者（満 15～34 歳の労働者）の

前職の離職理由として最も多かったのは「給与の低

さ」で 59.9％でした。特に 20～24 歳の年齢層では

男性 64.6％、女性 60.3％と高く、若年層の転職動

機における給与の重要性が浮き彫りになっていま

す。 

◆「やりがい」と「スキルアップ」も重要な転職要

因 

一方で、「仕事の内容が自分に合わない」（41.9％）

や「自分の技能や能力を活かしたい」「責任のある

仕事を任されたい」（33.8％）といったキャリアア

ップ・スキルアップでの理由も上位に来ています。

これは、若年労働者が単に給与だけでなく、仕事の

質や自己成長の機会も重視していることを示して

います。企業側としては、給与水準の適正化だけで

なく、従業員のキャリア開発やスキルアップの機会

を提供することが、人材確保と定着率向上につなが

ると言えるでしょう。また、入社時のミスマッチを

防ぐために、採用プロセスでの職務内容の明確な説

明や、入社後のフォローアップ体制の強化も重要で

す。 

いわゆる「ゆるブラックだ」、「自分が成長できな

い」ということでの人材流出につながらないよう、

効果的な施策を考えていきたいですね。 

給与制度の設計から人材育成プログラムの構築、

さらには採用戦略の立案など、これらの課題に対応

するには、専門的な知識と経験が必要です。企業の

競争力を高めるため、見直しを検討してみてはいか

がでしょうか。ご検討の際には、お気軽に当法人に

ご相談ください。 
【厚生労働省「令和５年 若年者雇用実態調査」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/4-21c-jyakunenkoyou-r05.

html 


